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参考１ 利用者メリットの推計方法について（総論） 

 
本分析では、消費者余剰の増加を利用者メリットと定義しているが、この消費者余剰の増加は、

以下の（１）から（５）の手順によって推計される。 

 

（１） 当該財・サービスの需要関数の推計 

需要量（Q）を、相対価格（P）及び需要のシフト要因（GDP 等）で説明する関数を推計する。  

 ⊿lnQ＝α＊⊿lnGDP＋β＊⊿lnP＋ε 
ただし、△X：前期から当期にかけての変化幅（Xt －Xt-1） 

また、相対価格は当該財・サービスの価格・料金を消費者物価によって割ることで求める。 
 
（２） 需要に対する価格要因の寄与率の計算54 

推計された需要関数における係数に基づき、需要に対する価格要因の寄与率を計算する。  

基準年を t 年とし、t＋1 年における寄与率を Xt＋1 とすると、                
 Xt+1（寄与率）＝β(exp(lnPt+1－lnPt)－1)／(exp(lnQt+1－lnQt)－1) 
によって計算される。 

 
（３） 需要増加分のうち価格要因によって説明される部分を計算 

価格要因によって説明される需要増加分を Yt＋1 とすると、 
 Xt+1×(Qt+1－Qt)＝Yt+1 
 
（４） 消費者余剰の増分となる台形の面積を計算 

価格の低下による消費者余剰の増加は、次頁の参考図表１に示された台形の面積に等しいが、そ

の面積は台形の上底＋下底に台形の高さを乗じて２分の１にすることによって求められる。したがっ

て、消費者余剰の増分は、以下のとおり。 
 
消費者余剰の増分となる台形の面積 ＝ (Qt＋Qt＋Yt+1)×(Pt－Pt+1)×1/2 
  
 

需要とその増加分（上底＋下底に相当）  相対価格の低下幅 

（高さに相当） 

 
（５） 消費者余剰額を名目ベースに換算 

（４）で求めた消費者余剰は、相対価格で表示された金額であるため、これを名目ベースに変換す

る。 
消費者余剰の増分となる台形の面積×消費者物価 

 
 

                                                  
54 寄与率の計算にあたっては、規制・制度改革の効果によって価格が低下した部分だけを用いている。  
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Ｐ（価格）

ｔ年度からｔ+1年度にかけての

価格低下による消費者余剰の

増分

Pt

ＧＤＰ等のシフト要因による需要変化

Pt+1

価格要因による需要変化

Qt Qt+1 Ｑ（数量）

Dt Dt+1

Yt+1

参考図表１ 消費者余剰及び利用者メリットの概念図 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 




